
  最近の政府文書等における「イノベーション」の位置づけについて 

 
第３期科学技術基本計画（平成１８年３月２８日 閣議決定） 
 第１期・第２期基本計画期間の投資により向上した我が国の潜在的な科学技術力を、経済・社会の広範な分野
での我が国発のイノベーション（科学的発見や技術的発明を洞察力と融合し発展させ、新たな社会的価値や経済
的価値を生み出す革新）の実現を通じて、本格的な産業競争力の優位性や、安全、健康等広範な社会的な課題
解決などへの貢献に結びつけ、日本経済と国民生活の持続的な繁栄を確実なものにしていけるか否かはこれか
らの取組にかかっている。 

 

イノベーション２５（平成１９年６月１日 閣議決定） 
 イノベーションとは、技術の革新にとどまらず、これまでとは全く違った新たな考え方、仕組みを取り入れて、新た
な価値を生み出し、社会的に大きな変化を起こすことである。 

 

第４期科学技術基本計画（平成２３年８月１９日 閣議決定） 
  「科学技術イノベーション」とは、「科学的な発見や発明等による新たな知識を基にした知的・文化的価値の創
造と、それらの知識を発展させて経済的、社会的・公共的価値の創造に結びつける革新」と定義する。 

 

第２条第５項 
 この法律において「イノベーションの創出」とは、新商品の開発又は生産、新役務の開発又は提供、商品の新たな
生産又は販売の方式の導入、役務の新たな提供の方式の導入、新たな経営管理方法の導入等を通じて新たな価
値を生み出し、経済社会の大きな変化を創出することをいう。  

○政府の閣議決定文書等では、第３期科学技術基本計画以降、「イノベーション」という文言が
登場。 

○多くの文書で、イノベーションは経済的価値だけなく社会的価値や知的・文化的価値の創造・
革新を含むものと定義されてきたが、最近では、イノベーションによる経済的価値の創造の側
面が非常に強調されている。 

科学技術基本計画等におけるイノベーションの定義 

研究開発力強化法（平成２０年法律第６３号）における定義 
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科学技術イノベーション総合戦略（平成２５年６月１３日 閣議決定） 
 科学技術イノベーション自体は、人類の進歩への貢献、最先端の‘知’の領域の開拓、経済成長への寄与、国民
生活の利便性・生活水準の向上など、様々な目的・役割を担うものではあるが、まずは現下の我が国の最大かつ
喫緊の課題である経済再生に向けて、科学技術イノベーションの潜在力を集中してフルに発揮することにより、こ
の時局を打開し、今年を「経済再生元年」にする必要がある。 

 

日本再興戦略（平成２５年６月１４日 閣議決定） 
 今後、早急に政府の体制を立て直し、戦略分野を中心に研究開発を推進するとともに、その成果を実用化し、さ
らには市場獲得につなげるため、知的財産戦略や標準化戦略を推進する。これらにより、イノベーション(技術力)
ランキング（世界経済フォーラムのランキングでは、日本は現状第５位）を今後５年以内に世界第１位にするとの目
標を掲げつつ、「技術でもビジネスでも勝ち続ける国」を目指す。 
 このため、「総合科学技術会議」の司令塔機能を強化し、省庁縦割りを廃し、戦略分野に政策資源を集中投入す
る。政府の研究開発成果を最大化するため、大学や研究開発法人において科学技術イノベーションに適した環境
を創出するとともに、出口志向の研究開発と制度改革を合わせて大胆に推進し、実用化・事業化できる体制を整
備する。 

最近の閣議決定における位置づけ 


